
入 札 公 告（ＰＦＩ事業） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

平成 16 年 11 月 25 日 

 

支出負担行為担当官 

広島防衛施設局長   坂本 憲一 

 

 

分任支出負担行為担当官 

呉地方総監部経理部長 竹中 廣虎 

 

 

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 34 

○広建第２号 

 

１ 事業概要 

(1) 品目分類番号 41、42 

(2) 事業名 海上自衛隊呉史料館（仮称）整備等事業 

(3) 事業場所  広島県呉市宝町５－32 

(4) 事業内容 ＰＦＩ方式による呉史料館施設等の設計、建設及び運営・維持管理 

(5) 事業期間 契約締結日から平成 26 年３月 31 日まで。 

 

２ 競争に参加する者に必要な資格 

(1) 入札参加者の構成に関する要件 

     入札参加者の構成に関する要件は以下のものとする。 

① 入札参加者は、施設整備等業務、運営業務及び施設等の維持管理業務を実施

することなどを予定する複数の企業によって構成される法人格のない共同企業

体（以下「入札参加グループ」という。）であること。 

② 入札参加グループを構成する企業（以下「構成員」という。）は、構成員

（Ａ）、構成員（Ｂ）、構成員（Ｃ）のいずれかとする。各構成員の定義は、

以下のとおりとする。（なお、入札参加グループが、落札者として選定された

後に本事業を実施するために商法（明治 32年法律第 48 号）に定める株式会社

として設立する特別目的会社（Special Purpose Company）を、以下「ＳＰ
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Ｃ」という。） 

ア 構成員（Ａ） ＳＰＣから直接に業務の受託・請負をし、かつＳＰＣに出

資する企業 

イ 構成員（Ｂ） ＳＰＣから直接に業務の受託・請負はしないが、ＳＰＣに

出資する企業 

ウ 構成員（Ｃ） ＳＰＣから直接に業務の受託・請負をするが、ＳＰＣには

出資しない企業 

③ 入札参加グループは、入札にあたり、各構成員が本事業の遂行上果たす役割

等を明らかにし、構成員（Ａ）のなかから一社を代表企業として定め、当該代

表企業が入札手続きを行うこととする。 

④ ＳＰＣから、施設整備等業務、運営業務及び施設等の維持管理業務を直接に

受託・請負をする企業は、構成員（Ａ）または構成員（Ｃ）のいずれかの形で

入札参加グループに参加すること。ただし、２(2)（イ）に示す資格等要件を

求める構成員のうち、「④建設に当たる者」のうち、「建築一式工事」を行う

者、「⑤潜水艦の改造等に当たる者」及び「⑦運営に当たる者」は、すべて構

成員（Ａ）として入札参加グループに参加すること。 

⑤ 本事業では、ＳＰＣから直接に業務の受託・請負はしないが、ＳＰＣに出資

する企業が任意に入札参加グループに参加することを認める。これに該当する

企業は、すべて構成員（Ｂ）として提案書に明記すること。 

⑥ 経常建設共同企業体は代表企業又は構成員として参加することはできない。 

⑦ 落札者として選定された入札参加グループは、本事業を実施するためにＳＰ

Ｃを設立すること。詳細については、入札説明書を参照のこと。 

⑧ 入札参加グループの代表企業の出資比率（議決権割合を基準として算定する。

以下同じ。）は、出資者中最大とする。また、代表企業を含む構成員（Ａ）の

出資比率の合計は、50％を超えるものとする。 

⑨ 入札参加グループの構成員は、他の入札参加グループの構成員になることは

できない。 

⑩ 入札参加グループの構成員の変更は原則として認めない。ただし、やむを得

ない事情が生じた場合（２(2)（ア）から（イ）に定める要件を満たさなくな

った場合を除く。）は、国と協議を行うこととする。協議の結果、国が妥当と

認めた場合は、入札参加グループの代表企業以外の構成員を入札参加資格の確

認を受けた上で提案書の提出期限までに変更及び追加することができるものと

する。なお、２(2)（ア）から（イ）に定める要件を満たさなくなった場合に

ついては、入札説明書による。 
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(2) 入札参加者構成員の資格等要件 

（ア）共通要件 

入札参加グループの構成員は、いずれも以下の要件を満たすこと。 

① 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条の規定に該当しない

者であること。なお､未成年者、被保佐人又は被補助人であって､契約締結のた

めに必要な同意を得ている者は､同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

② 予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立をして

いない者（運営及び維持管理業務を行う者を除く。）又は民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立をしてない者（運営及び維

持管理業務を行う者を除く。）であること。なお、会社更生法に基づき更生手

続開始の申立をした者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立をした者で

あっても、手続開始の決定がなされた後において競争参加資格の級別の格付け

を受けている場合は、本件への入札参加を認める。 

④ 入札参加表明書及び参加資格確認に必要な書類の提出期限から落札者の選定

が終了するまでの期間に、広島防衛施設局長から「工事請負契約等に係る指名

停止等の措置要領について」（平成６年８月 31 日付施本第 1605 号通知）に基

づく指名停止等を受けていないこと。ただし、指名停止措置要領別表第１の措

置基準に該当する指名停止措置であり、指名停止期間が２週間以下のものであ

り、かつ法令違反を根拠とするものでない場合はこの限りでない。 

⑤ 広島防衛施設局及び呉地方総監部が、本事業についてアドバイザリー業務を

委託した株式会社三菱総合研究所並びに株式会社三菱総合研究所が本アドバイ

ザリー業務において提携関係にある株式会社久米設計、あさひ・狛法律事務所

又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。な

お、「資本面において関連がある者」とは、当該会社等の総株主の議決権の

100 分の 50 を超える議決権を有し、又はその発行済株式総数の 100 分の 50 を

超える株式を有している会社、「人事面において関連のある者」とは、当該会

社の代表権を有する役員を兼ねている場合の会社をいう。（以下同じ。） 

⑥ 海上幕僚監部が、本事業について調査業務を委託した株式会社文化環境研究

所又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

⑦ 防衛庁が、本事業について調査業務を委託した株式会社あさひ銀総合研究所

と資本面若しくは人事面において関連があった者でないこと。また、株式会社

あさひ銀総合研究所を存続会社として合併設立した株式会社りそな総合研究所、

又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。 
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⑧ 海上自衛隊呉史料館（仮称）整備等事業に係る事業者選定審査委員会の委員

が属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面において関連がある者でな

いこと。 

（イ）個別要件 

入札参加グループの構成員のうち、施設整備等業務、運営業務及び施設等の

維持管理業務の各業務に当たる者は、それぞれ①及び、各業務に応じ②から⑦

の要件を満たすこと。なお、②から⑦のうち、複数の要件を満たす者は当該複

数の業務を実施することを妨げないが、工事監理業務と建設業務を同一の企業

が兼ねることはできない。 

① 広島防衛施設局又は呉地方総監部と締結した契約に違反し、又は入札におい

て落札者になりながら、正当な理由なくして契約を拒み、若しくは官庁の業務

に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であると認めら

れる者でないこと。 

② 設計に当たる者（以下「設計企業」という。）は次の要件を満たすこと。 

ａ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく１級建築士事務所登録を有

すること。なお、複数の者が分担して業務を行う場合には、「建築」を担当

する者について、建築士法に基づく１級建築士事務所登録を有すること。 

ｂ 防衛施設庁長官又は呉地方総監から測量・建設コンサルタント等業務に係

る一般競争（指名競争）参加資格の「建築」及び「機械」にあっては「Ａ」

等級に、「電気」にあっては「Ａ」又は「Ｂ」等級に、「土木」及び「通

信」にあっては「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付されている者であり、

広島防衛施設局又は呉地方総監部に競争参加を希望していること。なお、複

数の者が分担して業務を行う場合に、「建築」及び「機械」を担当する者に

ついては、それぞれ「Ａ」等級、「電気」を担当する者については「Ａ」又

は「Ｂ」等級、「土木」及び「通信」を担当する者については、それぞれ

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級の格付を受けていること。 

ｃ 平成６年度以降に、「建築」、「電気」、「機械」及び「通信」にあって

は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）別表第１（３）項の用途に類す

るもので建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 115 条の３第２号

で規定する博物館、美術館及び図書館の設計の実績を有すること。「土木」

にあっては、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中

高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住

居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域又はこれらに準ずる地域等で、

建物附帯土木工事の設計の実績を有すること。 
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なお、複数の者が分担して業務を行う場合に、「建築」、「電気」、「機

械」及び「通信」を担当する者については、それぞれ建築基準法別表第１

（３）項の用途に類するもので建築基準法施行令第 115 条の３第２号で規定

する博物館、美術館及び図書館の設計の実績を有すること。「土木」を担当

する者については、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第

１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第

２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域又はこれらに準ずる地

域等で、建物附帯土木工事の設計の実績を有すること。 

ｄ 次の基準を満たす管理技術者等を配置できること。なお、管理技術者は、

設計業務の技術上の管理及び統括に関する業務を行う者。 

(a) 建築分野にあっては、建築士法による１級建築士の資格を有する者であ

ること。 

(b) 土木分野にあっては、以下のいずれかの資格を有する者であること。 

(i) １級土木施工管理技士の資格を取得後５年以上の実務経験を有し、か

つ、業務の統括管理を５年以上継続している者であること。 

(ii)大学卒業後８年以上、短大・高専卒業後 13 年以上又は高校卒業後 18

年以上の実務経験を有し、かつ、業務の統括管理を５年以上継続してい

る者であること。 

(iii) 技術士（建設部門又は総合技術監理部門（選択科目：建設部門））

又は、ＲＣＣＭ（道路部門）の資格を有する者であること。 

(c) 電気及び機械分野にあっては、建築士法による建築設備士の資格を有す

る者であること。 

(d) 通信分野にあっては、建築士法による建築設備士、技術士（電気電子部

門又は総合技術監理部門（選択科目：電気電子部門））又はＲＣＣＭ（電

気電子部門）のいずれかの資格を有する者であること。 

(e) 管理技術者は、設計企業と直接的な雇用関係にあること。 

③ 工事監理に当たる者（以下「工事監理企業」という。）は次の要件を満たす

こと。 

ａ 建築士法に基づく１級建築士事務所登録を有すること。なお、複数の者が

分担して業務を行う場合には、「建築」を担当する者について、建築士法に

基づく１級建築士事務所登録を有すること。 

ｂ 防衛施設庁長官又は呉地方総監から測量・建設コンサルタント等業務に係

る一般競争（指名競争）参加資格の「建築」及び「機械」にあっては「Ａ」

等級に、「電気」にあっては「Ａ」又は「Ｂ」等級に、「土木」及び「通
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信」にあっては「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付されている者であり広

島防衛施設局又は呉地方総監部に競争参加を希望していること。なお、複数

の者が分担して業務を行う場合には、「建築」及び「機械」を担当する者に

ついては、それぞれ「Ａ」等級、「電気」を担当する者については「Ａ」又

は「Ｂ」等級、「土木」及び「通信」を担当する者については、それぞれ

「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級の格付を受けていること。 

ｃ 平成６年度以降に、「建築」、「電気」、「機械」及び「通信」にあって

は、建築基準法別表第１（３）項の用途に類するもので建築基準法施行令第

115 条の３第２号で規定する博物館、美術館及び図書館の監理の実績を有す

ること。「土木」にあっては、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専

用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住

居地域、第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域又はこれら

に準ずる地域等で、建物附帯土木工事の監理の実績を有すること。 

ｄ 次に示す基準を満たす管理技術者及び技術員を配置できること。 

(a) 管理技術者は、それぞれの分野ごとに以下のいずれかの資格を有し、業

務の統括管理を５年以上継続している者であること。 

(i) 大学卒業後８年以上、短大・高専卒業後 13 年以上又は高校卒業後 18

年以上の実務経験を有する者。 

(ii)１級施工管理技士の資格を取得後５年以上の実務経験を有する者。 

(iii) 上記項目と同等以上の技術、技能を有すると認められる者。 

(b) 技術員は、それぞれの分野ごとに以下のいずれかの資格を有する者であ

ること。 

(i) 大学卒業後５年以上、短大・高専卒業後８年以上又は高校卒業後 11

年以上の実務経験を有する者。 

(ii)２級施工管理技士の資格を取得後４年以上の実務経験を有する者。 

(iii) 上記項目と同等以上の技術、技能を有すると認められる者。 

(e) 管理技術者及び技術員は、工事監理企業と直接的な雇用関係にあること。 

注）文中の「施工管理技士」の資格は対象分野ごとに次を標準とする。 

建築分野  建築施工管理技士又は建築士 

土木分野  土木施工管理技士 

電気分野  電気工事施工管理技士 

機械分野  管工事施工管理技士 

通信分野  該当資格無し 
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④ 建設に当たる者（以下「建設企業」という。）は次の要件を満たすこと。 

ａ 防衛施設庁長官又は呉地方総監から建設工事に係る一般競争（指名競争）

参加資格の「建築一式工事」、「電気工事」及び「管工事」にあっては

「Ａ」等級、「電気通信工事」にあっては「Ａ」又は「Ｂ」等級、「土木一

式工事」にあっては「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付されている者であ

り、広島防衛施設局又は呉地方総監部に競争参加を希望していること。かつ、

それぞれの工事種別について、防衛施設庁長官又は呉地方総監が算定した総

合審査数値の点数が、以下に示した点以上ある者であること。 

(a) 建築一式工事  1,200 点 

(b) 土木一式工事   760 点 

(c) 電気工事     870 点 

(d) 管工事      870 点 

(e) 電気通信工事   780 点 

なお、複数の者が分担して業務を行う場合には、「建築一式工事」、「電

気工事」及び「管工事」を担当する者については、それぞれ「Ａ」等級の

格付を、「電気通信工事」を担当する者については「Ａ」又は「Ｂ」等級

の格付を、「土木一式工事」を担当する者については「Ａ」、「Ｂ」又は

「Ｃ」等級の格付を受け、かつそれぞれの工事種別について防衛施設庁長

官又は呉地方総監が算定した総合審査数値の点数が、上記に示した点以上

の者であること。 

ｂ 提案内容に対応する建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の許可業種につ

き許可を有して営業年数が５年以上の者であること。 

ｃ 平成６年度以降に、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリー

ト造２階建て以上、建築基準法上の延床面積 3,400 ㎡以上の、建築基準法別

表第１（３）項の用途に類するもので建築基準法施行令第 115 条の３第２号

で規定する博物館、美術館及び図書館に該当する施設の「建築一式工事」、

「電気工事」、「管工事」及び「電気通信工事」の施工実績（共同企業体の

構成員としての実績は、出資比率が 20％以上のものに限る。）を有するこ

と。また、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高

層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居

地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域又はこれらに準ずる地域等で、

建物附帯の「土木一式工事」の施工実績（共同企業体の構成員としての実績

は、出資比率が 20％以上のものに限る。）を有すること。 
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なお、複数の者が分担して業務を行う場合に、「建築一式工事」、「電気

工事」、「管工事」及び「電気通信工事」を担当する者については、それ

ぞれの工事種別において平成６年度以降に、鉄骨造、鉄筋コンクリート造

又は鉄骨鉄筋コンクリート造２階建て以上、建築基準法上の延床面積 3,400

㎡以上の、建築基準法別表第１（３）項の用途に類するもので建築基準法

施行令第 115 条の３第２号で規定する博物館、美術館及び図書館に該当す

る施設の施工実績（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20％

以上のものに限る。）を、「土木一式工事」を担当する者については、平

成６年度以降に、第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第

１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、

第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域又はこれらに準ず

る地域等において、建物附帯の「土木一式工事」の施工実績（共同企業体

の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上のものに限る。）を有する

こと。 

ｄ 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術者を当該工事に専任で配置でき

ること。また、入札参加表明書等の提出時点において、監理技術者又は主任

技術者を決定できないことにより複数名の候補者をもって競争参加資格確認

資料を提出することは支障ないが、いずれの候補者についても次の要件を満

たしていなければならない。なお、複数の建設企業が工事を共同して行う場

合にあっては、そのうち１者が以下の要件を満たす監理技術者又は主任技術

者を配置できること。 

(a) 建築工事 

(i) １級建築士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

(ii)平成６年度以降に、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンク

リート造２階建て以上、建築基準法上の延床面積 3,400 ㎡以上の、建築

基準法別表第１（３）項の用途に類するもので建築基準法施行令第 115

条の３第２号で規定する博物館、美術館及び図書館に該当する施設の

「建築一式工事」を施工した経験を有する者（共同企業体の構成員とし

ての実績は、出資比率が 20％以上のものに限る。）であること。 

(iii) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修

了証を有する者又はこれに準ずる者であること。 

(b) 土木工事 

(i) １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であるこ

と。 
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(ii)監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する者又はこれに準ずる者であること。 

(c) 電気工事 

(i) １級電気工事施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であ

ること。 

(ii)監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する者又はこれに準ずる者であること。 

(d) 機械工事 

(i) １級管工事施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者である

こと。 

(ii)監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する者又はこれに準ずる者であること。 

(e) 通信工事 

(i) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する者又はこれに準ずる者であること。 

⑤ 潜水艦の改造等に当たる者は次の要件を満たすこと。平成６年度以降に、海

上自衛隊の潜水艦の製造、改造又は修理の実績があること。 

⑥ 維持管理に当たる者（以下「維持管理企業」という。）は、次の要件を満た

すこと。 

ａ 平成 16・17・18 年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一）審査

において、資格の種類が「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級

に格付され、営業品目が「建物管理等各種保守管理」の者かつ中国地域の参

加資格を有する者であること。 

ｂ 平成６年度以降に、公共施設の維持管理業務実績があること。 

⑦ 運営に当たる者（以下「運営企業」という。）は、次のいずれかの要件を満

たすこと。 

ａ 平成６年度以降に、防衛庁所管の広報施設等の事務・案内業務の業務実績

があること。 

ｂ 平成６年度以降に、博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）上の登録博物館

もしくは博物館相当施設の運営業務、運営計画業務又はそれらに付随した内

容検討業務のいずれかの業務実績があること。 
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３ 入札手続等 

(1) 担当部局 

〒730-0012 広島県広島市中区上八丁堀６－30 広島防衛施設局 建設部 建

設企画課 契約管理室 契約審査第一係  倉員幸嗣 電話  082-223-7233 

(2) 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

平成 16 年 11 月 25 日から平成 17 年１月 26 日まで（行政機関の休日に関する

法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条第１項に規定する行政機関の休日（以下

「行政機関の休日」という。）を除く。）の毎日、午前 10 時から午後４時まで 

〒730-0012 広島県広島市中区上八丁堀７－５ ピロティヒロシマビル２階 

（財）防衛施設技術協会広島図書販売所  電話 082-223-5688 交付に当たって

は、実費を徴収する。 

(3) 入札説明書等に関する質問及び回答 

平成 16 年 11 月 25 日から同年 12 月１日まで（行政機関の休日を除く。）の毎

日、午前９時から午後５時まで。ただし、郵送等の場合は平成 16 年 12 月１日午

後５時必着。 上記３(1)に同じ 持参又は郵送等とすること。 

平成 16 年 12 月 10 日を目途として広島防衛施局及び呉地方総監部のホームペ

ージ並びに掲示板（広島合同庁舎４号館７階及び呉地方総監部経理部契約課）

において公表する。 

(4) 入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出期間、提出場所及び提出

方法 

平成 16 年 12 月 13 日から同年 12 月 15 日まで（行政機関の休日を除く。）の

毎日、午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時までの間を除く。 

上記３（１）に同じ 持参すること。 

(5) 入札書及び入札提出書類の提出期間、提出場所及び提出方法 

平成 17 年１月 24 日から同年１月 26 日まで（行政機関の休日を除く。）の毎

日、午前９時から午後５時まで。ただし、郵送（「配達記録郵便」又は「書留

郵便小包」とする。）の場合は平成 17 年１月 25 日午後５時必着。 上記３

（１）に同じ 持参又は郵送すること。 

(6) 開札の日時及び場所 

① 開札日時 平成 17 年１月 27 日午後２時 

② 開札場所 広島合同庁舎４号館５階会議室 
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４ その他 

(1) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 免除。 

②  契約保証金 免除。ただし、選定事業者は、設計及び建設工事の履行を確保

するため、建設工事に相当する金額（設計費及び工事監理費を含む｡）の 100

分の 10 以上について、支出負担行為担当官広島防衛施設局長及び分任支出負

担行為担当官呉地方総監部経理部長又は選定事業者を被保険者とする履行保証

保険契約を締結し、事業契約締結後、速やかに当該履行保証保険契約に係る保

険証券を支出負担行為担当官広島防衛施設局長及び分任支出負担行為担当官呉

地方総監部経理部長に提出すること。なお、選定事業者を被保険者とする保険

金請求権に、事業契約に定める違約金支払債務を被担保債務とする質権を支出

負担行為担当官広島防衛施設局長及び分任支出負担行為担当官呉地方総監部経

理部長のために設定するものとする。 

(3) 入札の無効 本公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした

入札、入札参加表明書等に虚偽の記載をした者の入札及び入札に関する条件に

違反した者のした入札は無効とする。 

(4) 落札者の決定 予算決算及び会計令第 79 条の規定に基づいて作成された予定

価格の制限の範囲内であり、入札説明書等で指定する性能等の要求要件のうち

必須とされた項目を全て満たしている提案をした入札者の中から、入札説明書

等で定める総合評価の方法をもって落札者とする。 

(5) 手続きによる交渉の有無 無 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 照会等に用いる言語 日本語に限る。 

(8) 関連情報を入手するための照会窓口 上記３(1)に同じ。 

(9) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 上記２(2)（イ）②から④

及び⑥に掲げる格付等（以下「競争参加資格」という。）の認定を受けていな

い者であっても、当該競争参加資格の認定を受け、かつ、入札書及び入札提出

書類の提出期限までに入札参加資格の確認を受けることにより、入札に参加す

ることができる。 

(10) 詳細は入札説明書による。 
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５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity : Kenichi 

Sakamoto, Director Hiroshima Defense Facilities Administration Bureau, 

Hirotora Takenaka, Director of Accounts Department, Headquarters Kure 

District． 

(2) Classification of the services to be procured: 41,42 

(3) Subject matter of the contract: Research Work of Historical museum 

(provisional name) design, construction, managing and finance by PFI 

style. 

(4) Time-limit for the submission of application forms and relevant 

documents for the qualification：5:00 PM 15 December 2004 

(5) Time-limit for the submission of tenders: 5:00 PM 26 January 2005 

(tenders submitted by mail: 5:00 PM 25 January 2005) 

(6) Contact point for documentation relating to the proposal :Planning 

sec ． Construction div ． Hiroshima Defense Facilities Administration 

Bureau, ６ -30 Kami-hacchobori Naka-ku, Hiroshima-city, Hiroshima, 

Japan, 730-0012, Tel：082-223-7233 

 


